
（百万円）

分子の構造
年度 H19 H20 H21 H22 H23

13,486 12,727 12,058 11,703 11,199

146 113 92 70 60

5,971 6,050 5,958 5,638 5,249

- - - - -

2,639 2,217 1,843 1,735 1,469

1 - - - -

- - - - -

- - - - -

4,971 4,624 4,269 4,461 4,382

3,957 4,006 4,000 3,900 3,777

10,163 9,961 9,906 10,060 10,139

3,151 2,516 1,775 725 ▲ 320

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。
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分析欄

（8）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成23年度 大阪府島本町

（百万円）

前年度比19.9ポイント改善し、-6.0％となっ
たため、将来負担比率の算定に該当しなくなっ
た。これは、平成２３年度において交付税に算
入されない起債が少なかったこと、及び勤続年
数の長い職員の減少により退職手当負担見込額
が減となったこと等により、将来負担額がマイ
ナスとなったことなどによるものである。
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